
 
 「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平成 11
年法律第 117号改正平成 13年法律第 151号。以下「ＰＦＩ法」という。）第 5
条第 3号の規定により、東京大学（地震）総合研究棟施設整備事業（以下｢本事
業｣という。）に関する実施方針について公表する。 
 
 
 
   平成 14年 10月 18日 
 
 
                    東京大学総長  佐々木 毅 
 
 

 
 東京大学は、本事業について、民間の資金、経営能力及び技術能力の活用に

より、財政資金の効率的、効果的活用を図るため、ＰＦＩ法に基づく事業（以

下「ＰＦＩ事業」という。）として実施することを予定している。 
 
 
 この実施に関する方針は、ＰＦＩ法に基づく特定事業の選定及び当該特定事

業を実施する民間事業者（以下「選定事業者」という。）の選定を行うにあたっ

て、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等に関する事業の実施に関す

る基本方針」（平成 12年 3月 13日総理府告示第 11号。以下「基本方針」とい
う。）、「ＰＦＩ事業実施プロセスに関するガイドライン」（平成 13年 1月 22日）
等に則り、本事業の実施に関する方針（以下「実施方針」という。）として定め、

ここに公表するものである。 
 なお、本事業の実施にあたり選定事業者は、省エネルギーに留意するなど環

境に配慮することとする。 
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お、本施設の運営及び本施設内で行われる研究業務については、東京大学（以下「大学」

という。）が行う。したがって、選定事業者が行う主な事業の内容は、次のとおりとする。

なお、具体的な業務の内容については、別途提示する東京大学（地震）総合研究棟施設要

求水準書（以下「要求水準書」という。）を参照すること。 

 

ア 本施設整備業務 

①事前調査業務（追加測量、地盤調査を含む。）及びその関連業務 

②施設整備（外構を含む。）に係る設計（基本設計・実施設計）及びその関連業務 

③施設整備（外構を含む。）に係る建設工事及びその関連業務 

④工事監理業務 

⑤周辺家屋影響調査・対策 

⑥電波障害調査・対策 

⑦建設工事及びその関連業務に伴う各種申請等の業務 

⑧敷地造成 

⑨埋蔵文化財調査業務（試掘は含まない。） 

 

イ 本施設維持管理業務 

①建物保守管理業務（点検・保守・経常修繕を含む。） 

②建設付帯設備保守管理業務（設備運転・監視・点検・保守・経常修繕を含む。） 

③外構施設保守管理業務（点検・保守・経常修繕を含む。） 

④清掃業務（建築物内部及び敷地内の清掃業務） 

⑤保安警備業務 

※ 維持管理業務にかかる光熱水費については、大学が実費を負担する｡ 

※ 大規模修繕業務については､大学が直接行うこととし、選定事業者の業務範囲に

は含まない。 

 

6）選定事業者の収入 

大学は、選定事業者が実施する本事業に要する費用のうち、本施設の設計、建設に係

る費用については、事業期間中あらかじめ定める額を、事業契約に基づき選定事業者に

支払う。また、本施設の維持管理に係る費用については、事業契約書の規定に従い、物

価変動等を勘案して定める額を、事業期間に渡り選定事業者に支払う。なお、支払い方

法については、入札説明書にて提示する。 

 

7）事業方式 

本事業は、PFI 法に基づき実施するものとし、事業方式は、BTO（Build Transfer 

Operate）方式を想定している。土地は、本事業の実施に必要な範囲を選定事業者に無償

で貸与する。 

 

8）事業期間 

本事業の事業期間は、事業契約締結の日から平成
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9）事業スケジュール 

ア 事業期間 

① 設計・建設期間      平成 15年 7月 ～ 平成 17年 7月 

② 開業準備期間       平成 17年 8月 ～ 平成 17年 10月 

③ 供用開始          平成 17年 11月 

④ 維持管理期間        平成 17年 11月 ～ 平成 30年 3月 

⑤ 施設所有権移転期限   平成 17年 7月 

 

イ 事業契約の締結 

① 事業契約の締結    平成 15年 7月 

 

10）事業に必要と想定される根拠法令等 

① 建築基準法（昭和 25年法律第 201号） 

② 消防法（昭和 23年法律第 186号） 

③ 都市計画法（昭和 43年法律第 100号） 

④ 国有財産法（昭和 23年法律第 73号） 

⑤ 文化財保護法（昭和 25年法律第 214号） 

⑥ その他の関係法令等 

※ 上記に関するすべての関連施行令・規則等についても含むものとし、また本事業

を行うにあたり必要とされるその他の公共条例及び関係法令等についても遵守の

こと。 

 

11）事業期間終了時の措置 

事業期間の終了後には、選定事業者は、当該施設を入札説明書等に示す良好な状態で

引き渡すこと。 

 

（2）特定事業の選定方法等に関する事項 

 

1）選定方法 

本事業について、業務の質が担保され、かつ公共サービスの向上が図られることを前

提とした上で、従来型の手法により実施した場合に比べて、PFI（Private Finance 
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3）選定結果の公表方法 

前項の規定に基づき本事業を特定事業と選定した場合は、VFM評価を明らかにした上

で 、 文 部 科 学 省 大 臣 官 房 文 教 施 設 部 施 設 企 画 課 監 理 室 ホ ー ム ペ ー ジ

（http://sisetuweb1.mext.go.jp/mdbskn/frontsite/MF000.asp?BT=N）及び東京大学ホー

ムページ（http://www.u-tokyo.ac.jp）により公表する。なお、事業の実施可能性につい

ての客観的評価の結果等に基づき、特定事業の選定を行わないこととした場合も同様に

公表する。 
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2．事業者の募集及び選定に関する事項 

 

（1）事業者選定の方法 

事業者の募集及び選定の方法は、競争性の担保及び透明性の確保に配慮した上で、総

合評価方式一般競争入札（予定）を採用することとする。なお、本事業は平成 6 年 4 月

15 日にマラケシュで作成された政府調達に関する協定（WTO 政府調達協定）の対象で

あり、「会計法」（昭和 22 年法律第 35 号）、「国の物品等又は特定役務の調達手続の特例

を定める政令」（昭和 55年政令第 300号）等に基づいて実施する。
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イ 当日連絡先     東京大学 施設部企画課企画掛 

電話：03-5841-2205 

※ 事前申込は必要なし（現地集合･現地解散を基本とする。）。 

※ 駐車場はありませんので、公共交通機関をご利用ください。 

※ 説明会当日は、実施方針を配布しませんので、大学のホームページからダウンロ

ードして持参願います。 

 

2）実施方針に関する質問受付、実施方針に関する質問回答公表 

実施方針の記載内容に関して、質疑応答を以下の要領にて行う。 

＜実施方針に関する質問の提出＞ 

ア 受付期間    平成 14年 10月 25日（金）～ 10月 30日（水） 

イ 提出方法    質問の内容を簡潔にまとめ、質問書（様式 1）に記入の上、電子メ

ールでのファイル添付にて提出のこと（※ 添付ファイルの形式は

Microsoft Wordとすること。）。 

宛先：東京大学 施設部企画課企画掛 

電子メールアドレス： mailto:pfi-jishin@adm.u-tokyo.ac.jp 

ウ 回  答     質問に関する回答は、質問者の特殊な技術、ノウハウ等に係わり、

質問者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害する恐れのある

ものを除き、平成 14年 12月 3（火）までに文部科学省大臣官房文

教施設部施設企画課監理室ホームページ（http://sisetuweb1.mext. 

go.jp/mdbskn/frontsite/MF000.asp?BT=N）及び東京大学ホームペ

ージ（http://www.u-tokyo.ac.jp）にて公表する。 

 

3）実施方針に対する意見招請受付、意見等に対するヒアリング 

実施方針に対する意見及び具体的な提案を以下の要領にて受け付ける。 

ア 受付期間    平成 14年 10月 25日（金）～ 10月 30日（水） 

イ 提出方法  実施方針について意見・具体的提案がある場合は、その内容を意見

書（様式 2）に記入の上、電子メールでのファイル添付にて提出の

こと（※ 添付ファイルの形式は、質問書に同じ。）。 

宛先：東京大学 施設部企画課企画掛 

電子メールアドレス： mailto:pfi-jishin@adm.u-tokyo.ac.jp 

ウ 公  表    提出のあった意見・提案は、事前に提案者の意向を確認した上で、

文部科学省大臣官房文教施設部施設企画課監理室ホームページ

（ http://sisetuweb1.mext.go.jp/mdbskn/frontsite/MF000.asp?BT=

N）及び東京大学ホームページ（http://www.u-tokyo.ac.jp）にて公

開・公表する。 

エ ヒアリング  事業者等から提出のあった意見・提案等のうち、必要と判断した意

見等については直接ヒアリングを行うことも予定している。 
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② 経営状況が健全であること。 

③ 不正又は不誠実な行為がないこと。 

④ 建築士法（昭和 25年法律第 202号）第 23条の規定に基づく一級建築士事務所の

登録をしていること｡ 

⑤ 平成 4年度以降に、本事業と同種業務の建物の設計実績があること｡なお、同種業

務の具体的要件は、入札説明書において示す｡ 

イ 建設に当たる者は、次の要件を満たすこと。 

① 文部科学省において一般競争参加者の資格（会社更生法に基づき更生手続開始の

申立をした者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立をした者にあっては、

手続き開始の決定を受けた後に審査を受けた一般競争参加者の資格をいう。）を有

し、各工事において「一般競争参加者の資格」（平成 13年 1月 6日文部科学大臣

決定）第 1 章第 4 条で定めるところにより算定した点数（一般競争（指名競争）

参加資格認定通知書の記 2の点数）が次の点以上であること。 

    建築一式工事   1250点 

    電気工事     950点 

    管工事      950点 

なお、複数の工事を同一の企業が実施することは差し支えない。 

また、各工事を複数の企業が共同して実施することは差し支えない。ただし、こ

の場合においては、共同して工事を実施する全ての応募企業又は応募グループの

構成員及び協力会社が上記要件を満たす者であることを要するものとする。 

② 提案内容に対する建設業法（昭和 24年法律第 100号）の許可業種につき許可を有

して営業年数が 3年以上である者であること。 

③ 平成４年度以降に、本事業と同種業務の建物の建設実績があること。なお、同種

業務の具体的要件は、入札説明書において示す。 

ウ 維持管理に当たる者は、次の要件を満たすこと。 

① 文部科学省競争参加資格（全省庁統一規格）において平成 14年度に関東・甲信越

地域
年度に関東・�

全8地敬�(,�*���:�ﾐ

年法（年度
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4．立地並びに規模及び配置に関する事項 

 

（1）施設の立地条件 

① 事業計画地   東京都文京区本郷キャンパス内 

② 敷地面積     561,201㎡ 

③ 区域         第１種中高層住居専用地域、準防火地域、第 1種文教地区、 

第 3種高度地区、日影規制(二) 

④ 形態規制 

ア）建ぺい率    60% 

イ）容積率      300% 

 

（2）施設の規模等 

本事業により設置される施設の規模は、計画延床面積 8,000 ㎡程度とし、詳細は要求

水準書において提示する。 

 

（3）土地の取得等に関する事項 

土地は、国所有の行政財産とし、国は、本施設の建設及び維持管理に必要な範囲で選

定事業者に無償で貸与する。借地形態は、事業期間にわたる使用賃借権を認めることと

しており、地上権の設定は予定していない。 
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5.事業計画又は事業契約の解釈について疑義が生じた場合の措置に関する事項 

 

（1）係争事由に係る基本的な考え方 

事業計画又は事業契約の解釈について疑義が生じた場合、大学と選定事業者は誠意を

もって協議するものとし、協議が整わない場合は、事業契約書に規定する具体的措置に

従う。 

 

（2）管轄裁判所の指定 

事業契約に関する紛争については、東京地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所とする。 
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7．法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援等に関する事項 

 

（1）法制上及び税制上の措置に関する事項 

現時点では、本事業に関する法制上及び税制上の措置等は想定していない。 

 

（2）財政上及び金融上の支援に関する事項 

本事業は、日本政策投資銀行の「民間資金活用型社会資本整備」に対する融資（無利

子融資、低利子融資）の対象事業であり、応募者は当該融資を利用することを前提とし

て提案することは可能であるが、選定事業者は自らのリスクでその活用を行うこととし、

大学は同行からの調達の可否による条件変更は行わない。 

 なお、当該融資制度の趣旨は、民間事業者の提案喚起及び選定事業の安定性向上にあ

ることから、当該融資を織り込む場合には、民間金融機関と同様の金利を前提とするこ

ととしているので、この点に留意して入札提案を行うこと。 

また、当該融資制度の詳細、条件等については、応募者が直接同行に問い合わせを行

うこと。 

 

（3）その他の支援に関する事項 

その他の支援については、以下のとおりとする。 

1） 事業実施に必要な許認可等に関し、大学は必要に応じて協力を行う。 

2） 法改正等により、その他の支援が適用される可能性がある場合には、大学と選定事

業者で協議を行う。 
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8．その他特定事業の実施に関し必要な事項 

 

（1）情報公開及び情報提供 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成 11 年法律第 42 号）に基づき情報

公開を行う。 

情報提供は、適宜、文部科学省大臣官房文教施設部施設企画課監理室ホームページ

（http://sisetuweb1.mext.go.jp/mdbskn/frontsite/ MF000.asp?BT=N）及び東京大学ホ

ームページ（http://www.u-tokyo.ac.jp）を通じて行う。 

 

（2）入札に伴う費用負担 

応募者の入札にかかる費用については、すべて応募者の負担とする。 

 

 

 

 
 
実施方針に関する問い合わせ先： 
 
東京大学施設部企画課企画掛 
住所：東京都文京区本郷 7丁目 3番 1号 
電話：03-5841-2205 
電子メールアドレス： mailto:pfi-jishin@adm.u-tokyo.ac.jp 

 

 

 

 

 

 

 

様式： （様式 1） 実施方針に関する質問書 

  （様式 2） 実施方針に関する意見書 

 

添付資料： （添付資料１） リスク分担表（案） 
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（様式１） 

平成  月  月  日 

 

実施方針に関する質問書 

 

「東京大学（地震）総合研究棟施設整備事業 実施方針」及び配付資料について、質問

事項がありますので、提出します。 

 

 

 

質 問 者 

 会社名 

 所在地 

 所属／担当者名 

 電話 

 FAX 

 E-mail 

資料名等 項  目 頁 １． （１） １） ア ① 質問項目 

実施方針 資格要件 ８ ２ ４ ２ ア ５ 

 

記 載 例 

 

 

 

 

 

内  容 

 

 「同種業務の建物の設計実績」とは、・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 

  注） 質問内容は、具体的かつ簡潔に記入してください。 

     質問項目は、本様式１枚につき１件としてください。 
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（様式２） 

                                                         平成
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（添付資料 1）リスク分担表（案） 

 
負担者 
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負担者 段

階 

 

リスクの種類 No. リスクの内容 
大学 民間 

25 
提案システムが供用開始までに技術的に陳腐化した

場合 
 〇 

市場リスク 

26 提案システムが供用中に技術的に陳腐化した場合 〇  

27 開業前のインフレ・デフレ △ ○ 
物価リスク 

28 開業後のインフレ・デフレ ○  

共

通 

金利リスク 29 金利変動  ○ 

30 
選定事業者の指示・判断の不備、変更による工事請負

契約の変更 
 〇 

発注者責任リスク 

31 大学の指示の不備、変更による工事請負内容の変更 〇  
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負担者 段

階 

 

リスクの種類 No. リスクの内容 
大学 民間


